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シンポジウム
包括的・継続的ケアマネジメント業務と地域包括ケア体制の構築について
広島市口田地域包括支援センター
センター長・主任介護支援専門員　元廣　緑
１、 　はじめに
　平成 18 年 4 月，介護保険法の改正により全国に，地域包括支援センターが設置されました。当
センターも広島市内41箇所あるセンターの一つとして同年4月より活動しています。もともとあっ
た在宅介護支援センター圏域の一部のみを引き続き担当しています。担当地区である，口田中学
校区は太田川沿いの丘陵地を 20 ～ 30 年前に開発した大小 10 あまりの団地が点在する広島市の
ベットタウンです。地区内には，数多くの医療機関や介護保険事業所が点在しており社会資源は
整っています。
２、　目指すもの
　設立当初から「下駄履きで入れる，地域包括支援センターを目指して・・・」誰もが気楽に出
入りできる所，気軽に世間話ができる所，いつの間にか人と情報が集まる所を目指して活動して
きました。
３、 　地域を知る
　当センターの職員は地域包括支援センター設立のために新たに雇用された職員の為，地域を知
ることからはじめました。元在宅介護支援センター職員の協力のもと，地域の自治会，社会福祉
協議会，民生委員，老人クラブなど主だった人たちと顔合わせを行い，在宅介護支援センターか
ら地域包括支援センターへ業務を引き継いだことを周知しました。それと同時に，地区内の医療
機関へも地域包括支援センターを紹介するパンフレットやチラシを持って訪問しました。
４、 　介護予防支援事業所の活動を通して
　介護保険上で要支援 1・要支援 2 の認定を受けた方たちの支援を通して，地域の居宅介護支援
事業所やさまざまな介護保険サービス提供事業所との連携が出来てきました。
５、 　包括的・継続的ケアマネジメント業務
・介護支援専門員に対して；地区内の当センターと委託契約を結んでいる居宅介護支援事業所の介
護支援専門員を対象に定期的に研修会やネットワーク会議を開催し情報交換と顔の見える関係づ
くりを行ってきました。最近では地域支援の要である民生委員と介護支援専門員の研修会・ネッ
トワーク会議を開催し連携強化につながっています。個々の介護支援専門員からも支援や地域資
源に対する相談や質問があり，情報提供しています。また，今年度は地区内の委託契約を結んで
いる居宅介護支援事業所の主任介護支援専門員に対して，「地域づくり」をどうして行くか勉強会
を開催しました。
・地域に対して；民生委員児童委員協議会や地区社会福祉協議会と連携し，会議・催し物への参加
や研修会の開催により，地域課題に対する共通認識ができるとともに，情報の共有や情報交換が
スムーズに行われるようになって来ました。
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６、　 地域住民に対して
　「いつまでも住み慣れたところで，自分らしく暮らし続ける」を実現する為には，住民自身の力
が不可欠です。地域包括支援センター設置以前から，自治会や地区社協を中心に地域づくりが活
発に行われていました。役員だけで地域づくりは出来ません，そこに住まい暮らしている一人ひ
とりが自分はどう暮らして行きたいのか，地域がどうあれば暮らしやすいのかを自分のこととし
て考え，支援が必要な人を排除するのではなくいっしょに暮らしていく方法を考える必要があり
ます。地域包括支援センターでは，地域内の老人クラブや自治会の集まりに参加し，「暮らしやす
い地域とは・・」「あなたは，“助けて”がいえますか？」など地域づくりに対する働きかけを行っ
てきました。それを通して，自分でできること「自助」や家族にできること・地域でできること「互
助」について住民自身や各団体での取り組みが進んでいます。
７、 　医療機関との連携について
　地区内の医療機関の多くが往診をしており地域に密着した医療を目指しているように感じてい
ます。また，居宅介護支援事業所や通所介護事業所などの介護サービス提供事業所を併設してい
る医療機関も数多くあります。安佐地区ケアカンファレンス推進協議会を中心に医療機関と居宅
介護支援事業所間で利用する連絡シートを作成し活用しています。毎年，医療機関と居宅介護支
援事業所にアンケート調査を行い利用状況や課題分析も行っています。地域包括支援センターと
しても，総合相談や介護予防事業所の活動を通して主治医の先生方と連携・協働体制が取れるよ
う心がけています。
８、 　今後の取り組み
　地域内には，すでに高齢化率が 30 パーセントを超えている地域もあり，「2025 年問題」が現実
の課題として存在しています。地域包括ケア研究会報告書にもあるとおり，地域の住民が，住居
の種別を問わず，生活における不安や危険に対して，自らの選択に基づき，おおむね 30 分以内に
生活上の安全・安心・健康を確保するサービスや対応が提供され，また，サービスが 24 時間 365
日を通じて提供されることが理想となります。今後の取り組みとして，住民一人ひとりが，自分
のまちを愛し，いつまでも暮らし続けたいと思える町にするために今何をなすべきか，医療・介護・
福祉だけでなく，地域内で営みを行っている全ての事業者などとも連携しながら一緒に次のよう
なことを考えて行きます。
①地域ネットワーク会議の充実により情報の共有と役割分担を明確にする。
②「お互い様の関係づくり」を通して生活の質を豊にするまちづくりを目指す。
③医療・介護・福祉の連携により安心・安全の地域づくりを目指す。
